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令和４年７月１日  

北九州市産業経済局 

スタートアップ推進課 

令和４年度 

スタートアップSDGsイノベーショントライアル事業（事業化支援事業） 

補助金の公募について（公募要領） 

令和２年７月、国より「スタートアップ・エコシステム推進拠点都市」に選定された本市

は、強みである「環境・ロボット」や DX 分野を中心としたテック系エコシステムを形成し、

ビジネスによる SDGs 未来都市の実現を目指しています。 

「スタートアップ SDGs イノベーショントライアル事業（事業化支援事業）」（以下「本事

業」という。）は、本市を拠点に事業成長を目指すスタートアップ企業に対して、最大で２

千万円の補助金交付に加え、産学官金が連携した伴走支援を行う事業です。 

この公募では、本事業を通じて、北九州市内の地域課題の解決への寄与や、市内の雇用創

出を積極的に図っていこうとする熱意のある企業を募集します。 

本事業への応募を検討される場合は、本公募要領及び「スタートアップ SDGs イノベーシ

ョントライアル事業（事業化支援事業）補助金交付要綱」に従いご応募ください。 

１ 本事業の概要 

（１）目的 

拠点都市の実施主体である「北九州市 SDGs スタートアップエコシステムコンソーシア

ム」（以下「本市コンソーシアム」という。）では、本市から大きく成長するスタートアッ

プの輩出（ユニコーン１社）と、市内で活躍するスタートアップの件数増（100 社）を、

令和６年度までの目標として掲げています。 

本事業では、優れた目利き能力を有するベンチャーキャピタル等に協調する形で資金支

援を行うことで、スタートアップの成長を加速させることを目的としています。 

また、本事業を通じて、市外のスタートアップに北九州市を知ってもらい、本市を拠点

に事業を行っていただくことで、本市の更なる産業の活性化を図ることを目的としていま

す。 

（２）概要 

本市が認定したベンチャーキャピタル等（以下「認定 VC」という。）が出資したスター

トアップ企業に対して、北九州市を拠点とした事業化の取組に係る費用の一部を補助しま

す。 

（上限額）①環境・ロボット・ＤＸ：２千万円  ②その他：１千万円 ※補助率 2/3 
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【スキーム】 

２ 応募要件 

（１）応募要件 

以下の要件を全て満たす必要があります。なお、④の「新たに補助事業を開始しようと

する者」につきましては、補助金の交付決定後３０日以内に本社若しくは事業所を設置し

たことが確認できる書類の写しを提出してもらいます。 

要件 

① 
中小企業基本法第２条に規定する中小企業者であって、みなし大企業（※）に

該当しないこと。 

② 法人格を有すること。 

③ 市区町村税を滞納していないこと。 

④ 

北九州市内に本社若しくは事業所（支店、営業所等）を有すること。又は、北

九州市内に本社若しくは事業所を置き、新たに補助事業を開始しようとする者

であること。 

⑤ 令和２年４月１日以降、認定 VC からの出資を受けていること。 

⑥ 前年度において、本補助金の交付を受けていないこと。 

⑦ 
前年度以前において、本補助金の交付を受けたときに実施した補助事業と同一

の事業ではないこと。 

⑧ 暴力団員でないこと。また、暴力団員と密接な関係を有する者ではないこと。

  ※ みなし大企業とは、中小企業者であって、以下のいずれかを満たすものをいう。 

   ① 同一の大規模法人（資本金もしくは出資金の額が１億円超の法人又は資本金もし 

くは出資金を有しない法人のうち常時使用する従業員が、1,000 人超の法人）から 

２分の１以上の出資をうける法人 

   ② ２以上の大規模法人から３分の２以上の出資を受ける法人 

北九州市

スタート

アップ 

企業 

認定ＶＣ 
②認定 

①申請 

出資 
（申請要件) 

株式等 

⑤伴走支援 

⑥成果報告

④補助金交付（概算払）※上限２千万円 

③申請 
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（２）認定 VC 一覧（五十音順） 

名称 所在地（支援拠点） 

① ANRI 株式会社 東京都渋谷区 

② AA ファンド有限責任事業組合 東京都港区 

③ 株式会社 NCB ベンチャーキャピタル 福岡市中央区 

④ 株式会社 FFG ベンチャービジネスパートナーズ 福岡市中央区 

⑤ 株式会社エフベンチャーズ 福岡市中央区 

⑥ ALL STAR SAAS FUND2 GP 東京都千代田区 

⑦ Gazelle Capital 株式会社 東京都目黒区 

⑧ QB キャピタル合同会社 福岡市早良区 

⑨ 株式会社先端技術共創機構 東京都文京区 

⑩ GxPartners 有限責任事業組合 福岡市中央区 

⑪ 栖峰投資ワークス株式会社 京都市下京区 

⑫ 株式会社 Deep30 東京都文京区 

⑬ 株式会社ドーガン・ベータ 福岡市中央区 

⑭ DRONE FUND 株式会社 東京都渋谷区 

⑮ 日本ベンチャーキャピタル株式会社 東京都千代田区 

⑯ ひびしんキャピタル株式会社 北九州市八幡東区 

⑰ Beyond Next Ventures 株式会社 東京都中央区 

⑱ 三菱 UFJ キャピタル株式会社 東京都中央区 

⑲ 株式会社みらい創造機構 東京都渋谷区 

⑳ 山口キャピタル株式会社 山口県下関市 

３ 本事業の内容 

（１）補助対象事業

新たな産業の創出に向けた製品・サービスの事業化に係る取り組みを行い、本市コンソ

ーシアムが目指すビジネスによる SDGs 未来都市の実現に資する事業であること。 

（２）補助金の額 

補助金の額は、予算の範囲内を前提条件とし、以下の３つの額のうち、一番小さい額を

交付額の上限とします。 

金額 内容 

① 認定VCから出資を受けた額 
令和２年４月１日から申請までの間に出資 

を受けた額 

② 補助対象経費の３分の２以内の額 
千円未満の端数がある場合は、これを切り捨

てた額 

③
補助上限額 

（２千万円又は１千万円） 

環境、ロボット、ＤＸの分野 ２千万円 

上記以外の分野 １千万円 
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（３）補助対象経費 

補助対象経費は、補助事業を実施するうえで必要となる最も安価かつ効果的な以下に関

するものを対象（旅費以外の経費にかかる消費税相当分は対象外）とします。対象となる

かどうか判断に迷う場合は、事前にご相談ください。 

経費項目 内容 

土木、建築工事費 機械装置等の製作・設置に必要な土木・建築工事、ならびに付帯

する電気工事に要する経費 

機械装置等製作・

購入費 

補助事業の実施に必要な機械装置、その他備品の製作、購入・設

置に要する経費 

消耗品費 補助事業の実施に直接要した資材、部品、消耗品等の製作又は購

入に要する経費 

保守・改造修理費 プラント及び機械装置等の保守、改造、修理に必要な経費 

労務費 補助事業に直接従事した人員の人件費（アルバイト、パートを含

む）※バックオフィス業務にかかる人件費は対象外 

旅費 補助事業を実施するために必要とする人員の旅費、滞在費 

外注費 補助事業実施に直接必要なデータの分析及びソフトウェア、設計

等の請負外注に係る経費 

研究開発費 補助事業の実施に必要な研究開発に要する経費（人件費、外注費、

消耗品費等） 

その他経費 上記経費の他、補助事業実施に直接必要な経費（知的財産権関連

経費、会議費、通信料、借料、図書資料費、運送費、技術指導費、

学会等参加費等）※支払家賃、交際費、食料費等は対象外 

※ 対象外経費について 

・ 上記の経費であっても、支払を証明することができないものは対象外とします。 

・ 人件費（労務費、研究開発費）にあっては、バックオフィス業務（経理、労務、広報、 

総務などの業務）に主として従事する人員のものは対象外とします。また、役員報酬に 

ついても原則対象外とします。 

 ・ その他、支払家賃（応募要件である事業所設置にかかる費用を含む。）、交際費、食料 

費等も対象外とします。 

※ 交付申請時に提出が必要となる資料について 

・ 申請にあたっては、１品（１式）当たりの単価が２０万円以上（消費税込み）の 

経費を計上する場合は、見積書（外注・委託する場合にあっては見積書、仕様書、契約 

書案）等積算根拠がわかる資料を添付してください。 

・ 人件費（労務費、研究開発費）は原則、時間単価（令和４年度の直近の時間単価）を 

基に計算します。また、基本給与のほか、諸手当（ただし、扶養・住居・時間外勤務手 

当、賞与及び臨時的に支給する手当は除く）及び法定福利費を含めることができます。 

申請にあたっては、時間単価の算出根拠となる給与明細書等のほか、就業規則、労働協 

約、給与規則等の就業に関係する書類を添付してください。 
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 ・ 旅費の額は、各申請者において旅費規程がある場合はそれに基づいた金額、旅費規程 

がない場合は実額（インターネットなどの手段により確認した運賃・料金の額）としま 

す。申請にあたっては、旅費規程の提出とともに、指定様式（経費予算明細書）に、単 

価、数量など（出張者、用務先、日時、目的など）を記載して提出してください。 

（４）補助期間 

 補助金の交付決定日～令和５年３月３１日 

４ 本事業の全体スケジュール 

項目 時期 内容 

公募開始 ７月１日(金) 
本公募要領及び補助金交付要綱に従いご応募く

ださい。 

書類提出期日 

及び公募締切 
７月２５日(月) 

提出書類については、「５申請手続き」をご覧い

ただき、期限までに提出物に漏れが無いようご提

出をお願いします。 

審査 ８月上旬 

外部専門家を含む審査会においてプレゼンテー

ションを行っていただきます。（８月４日又は８

月５日を予定） 

なお、応募者多数の場合は、一次審査（書面審査）

を行い、一次審査通過者のみを対象にプレゼン審

査を行う場合があります。 

採択企業決定 

(審査結果通知)
８月中旬頃 

申請者全員に対し、採択企業には交付決定額及び

交付条件を記載した交付決定通知書を、不採択企

業には不交付決定通知書を送付します。 

補助金交付 

(概算払) 
９月下旬 

補助金の概算払いを希望する場合、交付決定額を

上限に、補助事業を行う上で必要となる額を交付

します。 

事業の 

取組期間 

８月中旬 

～２月末 

交付決定後、翌年２月末日を目途に補助事業で行

う取組を完了していただきます。 

また、月１回程度の定例打合せ（事業進捗の確認

や経理事務モニタリング）のほか、各企業のニー

ズに応じた伴走支援を行います。 

成果報告会 ３月中 
補助事業の成果の披露を行っていただきます。

（本市主催） 

補助金の精算 ４月 

補助事業の実績報告を行っていただき、補助金の

額の確定及び精算払いを行います。 

一方、補助金の概算払いを受けた場合で、その額

よりも確定額の方が小さい場合は、その差額を返

還していただきます。 
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５ 申請手続き 

（１）提出書類 

ご提出いただく書類は以下のとおりです。（必要に応じて追加で書類の提出を求める場

合があります。）指定様式は、北九州市のホームページよりダウンロードしてください。 

（URL：https://www.city.kitakyushu.lg.jp/san-kei/326_00026.html） 

提出書類 

①  第１号様式 補助金交付申請書 

②  別紙１ 申請者の概要 

③  別紙２ 事業計画書 

④  別紙３ 経費予算明細書 

⑤  (指定様式無) 
別紙３の積算根拠のわかる資料 

（１品（式）当たり税込単価２０万円以上のものが対象） 

⑥  別紙３－１ 人件費予算明細書 

⑦  (指定様式無) 
別紙３－１の時間単価の算出根拠となる資料 

（給与明細書等のほか就業規則等の就業に関係する書類） 

⑧  別紙４ 出資報告書（※） 

⑨  別紙４－１ 補助金交付申請者の評価及びハンズオン計画（※） 

⑩  別紙５ 役員等名簿 

⑪  別紙６ 暴力団排除に関する誓約書 

⑫  (指定様式無) 履歴事項全部証明書（法人登記簿謄本） 

⑬  (指定様式無) 株主名簿（持ち株比率のわかるもの） 

⑭  (指定様式無) 
直近の市区町村税の納税証明書 

（市区町村税の滞納がないことを証するもの） 

⑮  (指定様式無) 直近２期分の決算関係書類（決算報告書） 

※ 必要に応じて、追加で書類の提出を求める場合があります。 

※ 別紙４及び別紙４－１の書類は認定ＶＣに記載していただく必要があります。 

（２）提出方法 

以下の URL(Google フォーム)にアクセスし、上記（１）の提出書類をアップロードして

提出してください。なお、提出された書類の修正や返却はできません。 

アップロード先の URL(Google フォーム) 

URL：https://forms.gle/XDgaueBrqUF95Asp9 

※  アップロードに際しては Google アカウント（無料）の作成が必要です。 

作成方法：https://support.google.com/accounts/answer/27441?hl=ja 

※ アップロードができない場合は、「９ 問い合わせ先」までご一報をお願いします。 

（３）提出期限 

令和４年７月２５日（月）１７時必着 
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６ 審査等 

（１）審査方法 

外部専門家を含む審査会においてプレゼンテーションを行っていただきます。提出書類

の内容に基づいた自由形式のプレゼンテーションを１０分程度行っていただいた後、審査

員より質疑を１５分程度行います。資料を投影してプレゼンテーションを実施する場合は、

提出書類を用いずに別途作成したものを投影資料として利用しても構いません。 

なお、応募者多数の場合は、一次審査（書面審査）を行い、一次審査通過者のみを対象

にプレゼンテーション審査を行う場合があります。 

（２）審査会の日程 

令和４年８月４日（木）又は８月５日（金）※日時や開催方法等については別途案内 

（３）審査基準 

審査は、以下の３つの観点で行います。 

項目 内容 

事業性 

・事業の魅力や競争優位性 

・事業の成長可能性 

・チームが有する経験、技術及び事業実績 

・マーケットの規模及び成長性 

地域貢献 

・本市の課題に対する考察力 

・雇用創出への積極性 

・本市の企業や大学との連携可能性 

社会的影響 

（SDGs） 

・SDGs のゴール・ターゲットの明確化 

・社会課題解決による社会へ与えるインパクトの大きさ 

（４）採択企業の決定（審査結果の通知） 

採択企業は、審査会を参考に北九州市が決定します。 

審査結果は、８月中旬ごろに通知を送付予定です。採択企業には交付決定額及び交付条

件を記載した補助金交付決定通知書を、不採択企業には補助金不交付通知書を送付します。

なお、応募者多数により一次審査を実施した場合は、その結果について決定次第、事務局

より連絡します。 

審査の内容によっては、適正な補助金の交付を行うため、申請内容に修正を加えた内容

で交付を決定する場合がありますが、交付決定通知書の内容について異議がある場合は、

申請の取下げをすることができます。

また、交付条件は以下のとおりであり、条件を満たさない場合は、交付決定を取り消す

場合があります。 
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交付条件 

①
補助事業の実施方法等の主要な内容を変更する場合は、事前に市長の承認を受け

なければならない。 

②

補助対象経費における各経費項目の金額を変更する場合は、事前に市長の承認を

受けなければならない。ただし、次のいずれかに該当する場合は、市長の承認を

必要としない。 

・ 各経費項目において、２０％以内の額を増減する場合 

・ 一つの経費項目において２０％を超える額を増減する場合であっても、その

増減する額が補助対象経費全体の５％を超える増減とならない場合 

③ 補助事業を中止する場合は、市長の承認を受けなければならない。 

④
補助事業が予定の期間内に完了しない場合や遂行が困難になった場合は、すみや

かに市長に報告して、その指示を受けなければならない。 

⑤

補助事業の経理については、補助事業以外の事業の経理と明確に区分し、その収

支の状況を会計帳簿によって明らかにしておかなければならない。また、その会

計帳簿及び収支に関する証拠書類を補助事業の完了した日の属する年度の終了後

５年間保存しておかなければならない。 

⑥

申請の時点で北九州市内に本社若しくは事業所を設置していなかった場合は、交

付決定通知書に記載してある日の翌日から起算して３０日以内に本社若しくは事

業所を設置したことが確認できる書類の写しを提出しなければならない。 

⑦

補助事業が完了した日の属する年度の翌年度以降３年間は、引き続き北九州市内

に本社若しくは事業所を置いて事業を行うとともに、その状況について、毎年報

告書を提出しなければならない。また、この期間中、北九州市内における雇用の

創出に努めなければならない。 

⑧
将来、この補助事業の成果に基づいて収益が生じた場合は、北九州市への寄附や

北九州市の産業振興への貢献に努めなければならない。 

⑨
⑦及び⑧の事項については、この通知に記載してある日の翌日から起算して３０

日以内に覚書を結ぶこととする。 

７ 採択後の流れ 

（１）補助金交付（概算払） 

補助事業を実施するために必要がある場合は、補助金の概算払を行うことができます。

概算払を受けようとする場合は、概算払請求申請書（別途案内）の提出が必要であり、概

算払の額は、審査により決定した交付決定額を上限に、補助事業を行う上で必要となる額

とします。 
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（２）補助事業の実施期間 

補助金の交付決定日（補助金交付決定通知書に記載のある日）から翌年３月末日までを

補助事業の実施期間とします。ただし、取組自体は翌年２月末日を目途に完了していただ

き、３月は、成果報告会の準備、未払い分の補助対象経費の支払いや事業報告書の作成等

の補助金の精算手続きに充てていただきます。 

また、補助事業の実施期間中は、月１回程度の定例打合せ（事業進捗の確認や経理事務

モニタリング）のほか、各企業のニーズに応じた伴走支援を行います。 

（３）成果報告会 

事業期間終了後の令和５年３月中下旬を目安に、本事業の成果発表の場を設けます。日

時含め開催方法については、決定し次第ご案内します。 

（４）補助金の精算 

補助事業完了後、以下の報告書をご提出していただきます。本書類を受理後、最終的な

補助金の額を確定（精算）し、補助金の概算払いを受けていない場合は、補助金を交付し

ます。なお、補助金の概算払いを受けた場合で、その額よりも確定額の方が小さい場合は、

その差額を返還していただきます。 

実績報告における提出書類 ※別途案内 

実績報告書 

事業報告書 

経費支出明細書 

領収書等支払いが確認できる書類の写し 

取得財産等管理台帳 

８ その他の注意事項 

（１）併給制限 

本事業への申請内容と同一事業内容で、同一年度中に北九州市及び関係団体が実施する

以下の事業等の資金助成を受ける場合は、本補助金の交付を受けることはできません。（申

請自体を妨げるものではありません。） 

事業名 実施団体 

スタートアップＳＤＧｓイノベーション

トライアル事業（実証支援事業） 

北九州市 

（産業経済局スタートアップ推進課） 

北九州市中小企業技術開発振興助成事業 
北九州市 

（産業経済局中小企業振興課） 

環境未来技術開発助成事業 
北九州市 

（環境局環境イノベーション支援課） 

研究開発プロジェクト支援事業 

公益財団法人北九州産業学術推進機構 デジタル活用技術による新ビジネス創出

支援事業 
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（２）交付決定の取り消し 

以下の事由に該当した場合、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消す場合がありま

す。また、補助金の交付決定を取り消した場合で、既に補助金が交付されている場合には、

補助金を返還していただきます。 

取り消し事由 

① 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けた場合 

② 補助対象経費に該当しない用途で補助金を使用した場合 

③ 
補助金の交付条件及びその他補助金等交付規則に基づく市長の指示に違反した

場合 

９ 問い合わせ先等 

本公募に関するお問い合わせは、下記までＥメール（急ぎの場合は電話）にてお願い

します。ご希望する場合は、オンラインによる個別面談（30 分程度）にて対応します。 

また、下記サイトにて、事業説明動画及び前年度採択企業によるトークセッションを

公開していますので、本公募要領と併せてご確認ください。 

＜問い合わせ先等＞ 

■事業計画書、書類の提出方法、審査に関する問い合わせ 

 スタートアップ SDGs イノベーショントライアル事業運営事務局 

 （受託業者：有限責任監査法人トーマツ 福岡事務所） 

 担  当：小野（オノ） 

 Ｅメール：sep.kitakyushu@tohmatsu.co.jp 

 電話番号：090-9853-1909 

  ■その他に関する問い合わせ（応募要件、提出書類、補助対象経費など） 

   北九州市産業経済局スタートアップ推進課 

 担  当：谷本（タニモト）、井上（イノウエ） 

 Ｅメール：san-startup@city.kitakyushu.lg.jp 

   電話番号：093-551-3605 

  ■公式サイト等 

  ・サイト URL：https://sit-k.net/trial02 

・事業説明動画 URL：https://youtu.be/Gdc6_-ashZ4 


